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景観形成住宅等建築奨励金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，西部地区都市景観形成地域（函館市都市景観条例

（平成７年函館市条例第１４号。以下「条例」という。）第１０条第

１項に規定する都市景観形成地域をいう。）の歴史的町並みを継承し，

良好な景観形成に資するため，函館らしい歴史的な景観に配慮した住

宅等の新築，改修，および購入を奨励するための奨励金（以下「補助

金」という。）の交付に関し，函館市補助金等交付規則（昭和６２年

函館市規則第４３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，

条例第３９条の規定による助成に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1)  景観形成住宅等 別表１に掲げる函館らしい歴史的な景観への配

慮基準（以下「配慮基準」という。）に適合した建物をいう。 

(2)  新築 更地に景観形成住宅等を建てることをいう。 

(3)  改修 配慮基準に適合していない（屋根を除く。）既存建物を，

配慮基準に適合させることをいう。 

(4) 建売業者 販売を目的として景観形成住宅等を新築する者をいう。 

(5)  購入 建売業者が新築した景観形成住宅等を売買により取得する

ことをいう。 

(6)  外構 敷地内に設置する車庫および物置等の建築物，函館市都市

景観に関する規則（平成７年函館市規則第５１号）第２条に規定す

る工作物，エアコンの室外機等の設備機器，自動販売機，外構床材

ならびに植栽をいう。 

(7)  広告物 屋外広告物法（昭和２４年法第１８９号）第２条第１項

に規定する屋外広告物をいう。  

 （補助対象） 

第３条 補助金の交付の対象は，次に掲げる要件を全て満たすものとす
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る。 

(1)  西部地区都市景観形成地域のうち，伝統的建造物群保存地区（条

例第２５条に規定する伝統的建造物群保存地区をいう。）を除いた

地域内の公道（国道，道道または市道をいう。）に面する場所にお

いて，新築，改修および購入するものであること。新築および購入

にあっては別表１に掲げる和洋折衷様式とし，改修にあっては，い

ずれかの様式とする。 

(2)  景観形成住宅等の用途は，住宅，店舗，事務所等に限る。 

(3)  景観形成住宅等の階数は，２以下とし，地階を有しないものであ

ること。 

(4)  外構および広告物は，当該景観形成住宅等および周辺の景観と調

和のとれたものであること。 

 （補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることのできる者は，前条に掲げる行為を

行う者で，かつ，市税を滞納していない者とする。  

 （事前審査） 

第５条 新築または改修により補助金の交付の申請をしようとする者お

よび建売業者（以下「申請者」という。）は，事前審査申請書（別記

第１号様式）を市長に提出し，事前に配慮基準の適合について景観ア

ドバイザーと協議するものとする。その場合，申請者に代わって設計

者が景観アドバイザーと協議することができるものとする。 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 建築計画の概要（別記第２号様式) 

(2)  付近見取図，配置図，外構が記載された図面 

(3)  各階平面図 

(4)  立面図（着色し，仕上材が記載されたもの） 

(5)  断面詳細図（窓の額縁，笠木，窓台および分節等の形状がわかる

もの） 

(6)  広告物のデザインの明示された図面(色彩についても明示する。）

(7)  周辺の状況写真 
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３ 景観アドバイザーとの協議は，函館市景観アドバイザー設置要綱

（平成１５年８月１日施行）の規定に基づき，行うものとする。  

４ 建売業者は，アドバイザー協議終了後に設計書（全体工事費と補助

対象経費がわかるもの）を市長に提出しなければならない。  

５ 市長は事前審査後，配慮基準に適合していると認めるときは，申請

者に仮認定通知書（別記第３号様式）により通知するものとする。  

６ 市長は前項の仮認定をするに至らなかったときは，申請者に仮認定

をするに至らなかった旨の通知書（別記第４号様式）により通知する

ものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は，前条第５項の仮認定の通

知後，新築および改修にあっては３０日，購入にあっては１５０日以

内に補助金等交付申請書を市長に提出しなければならない。ただし，

購入の場合において，やむを得ない理由により同項に規定する期間内

に補助金等交付申請書を市長に提出できないときは，当該期間（期間

の延長があったときは，その延長された期間とする。）を１５０日延

長することができる。 

２ 前項本文の申請に添付する書類は，別表２のとおりとする。  

３  第１項ただし書きの規定の適用を受けようとする者は，延長申請書

（別記第５号様式）を市長に提出しなければならない。  

４ 市長は，前項の申請があった場合において，第１項ただし書きの規

定による期間の延長を決定したときは，延長決定通知書（別記第６号

様式）により当該申請をした者に通知するものとする。 

 （工事の着手） 

第７条 新築および改修により補助金の交付を受けようとする者は，補

助金の交付の決定の通知を受ける前に工事に着手してはならない。ま

た，工事に着手したときは，事業工事着手届（別記第７号様式）を市

長に提出しなければならない。 

２ 建売業者は，第５条第５項の仮認定の通知を受ける前に工事に着手

してはならない。また，工事に着手したときは，工事着手届（別記第
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８号様式）を市長に提出しなければならない。当該届にかかる工事が

完了したときは，工事完了届（別記第９号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

３ 市長は，前項の工事完了届が提出されたときは，工事検査調書（別

記第10号様式）により検査を行い，配慮基準に適合していると認める

ときは，当該工事完了届を提出した者に適合通知書（別記第11号様

式）により通知するものとする。 

 （補助対象経費） 

第８条 補助金の交付の対象となる経費（以下「対象経費」という。）

は，景観形成住宅等の新築，改修または購入に要する費用のうち外観

にかかる費用で，次に掲げる経費とする。 

(1) 工事費（解体費は除く） 

(2) 設計費 

(3) 監理費 

(4) その他市長が特に必要と認める経費（用地取得費は除く。）  

２ 前項に掲げる対象経費に消費税および地方消費税は含まないものと

する。 

３ 他の補助等を受ける場合は，補助金の交付の対象としない。ただし，

対象経費と他の補助等の対象となる経費を明確に区分することができ

る場合は，補助金の交付の対象とすることができる。 

 （補助金の額） 

第９条 補助金の額は，別表３のとおりとし，予算の範囲内において交

付するものとする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは，その端数は切

り捨てる。 

 （実績報告） 

第10条 補助金の交付の決定通知を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は，新築，改修および購入を完了したときは，補助事業等実績

報告書により市長に報告しなければならない。 

２  前項の報告には，次に掲げる書類を添付しなければならない。  
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(1)  補助事業等の実績書 

(2)  補助事業等の収支決算書 

(3) 補助対象経費に係る支出を確認することのできる書類またはその

写し 

(4) 新築，改修にあっては検査調書の写しおよび完成写真  

(5) 購入にあっては登記事項証明書の写し 

３ 仮認定を受けた景観形成住宅等の建築計画にかかる外構および広告

物が第１項の報告をする際に完了していない場合，補助事業者は当該

外構および広告物が完了したときは，外構・広告物工事完了届（別記

第12号様式）に完成写真を添付して市長に報告しなければならない。 

 （補助金の額の確定） 

第11条 市長は，前条第１項の報告があったときは，事業工事検査調書

（別記第13号様式）により検査を行い，補助金の交付の決定および，

これに付した条件に適合すると認めるときは，交付すべき補助金の額

の確定し，補助金等額の確定通知書により補助事業者に通知するもの

とする。 

 （補則） 

第12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。  

   附 則 

１ この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。  

２ 函館市都市景観形成地域の都市景観の形成に係る融資のあっせんに

関する要綱（平成８年１月８日施行）は，廃止する。  

３ 廃止前の函館市都市景観形成地域の都市景観の形成に係る融資の

あっせんに関する要綱の規定に基づき融資のあっせんを受けた者の融

資の条件については，なお従前の例による。 

附 則 

  この要綱は，平成１９年４月４日から施行する。 

  附 則 

  この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。  

   附 則 
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  この要綱は，平成２３年７月２０日から施行する。  

   附 則 

  この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。  

   附 則 

  この要綱は，平成２７年９月１４日から施行する。  

   附 則 

  この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。  

   附 則 

  この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は，令和３年７月１日から施行する。
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別表１ 
函館らしい歴史的な景観への配慮基準 

項  目 配 慮 基 準 

全  体 

・  公道に面する部分を各様式ごとの配慮基準の全ての項目に適合させ，普通地にお
いては，公道に面する部分の側面，角地においては，公道に面する部分以外の面を
配慮基準４項目のうち，外壁について適合させること。 

・ 各様式の建物として，その特徴をよく表し，歴史的建物としてバランスのとれた
違和感のないものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

和

風

様

式 

屋  根 ・ 切妻屋根または寄棟屋根とすること。 

外  壁 

・ 下見板張り，ささら子下見板張り，ラップサイディングボード張り，漆喰塗りま

たは和風に配慮された塗装のいずれかとすること。 

・ 隅柱を設けること。 

窓 

１階 ・ 木製面格子を取り付けた窓，木製出格子窓または格子窓のいずれかとすること。 

２階 ・ 格子窓または木製出格子窓とすること。 

 ・ ただし，便所，風呂場，台所等の窓はこの限りではない。 

分 節 等 ・ １階と２階の間に庇を設けること。 

 

 

 

 

 

 

洋

風

様

式 

屋  根 ・ 切妻屋根または寄棟屋根とすること。 

外  壁
 

・ 下見板張りまたはラップサイディングボード張りとすること。 

・ 隅柱を設けること。 

窓 
・ 額縁，笠木および窓台を設けた縦長格子窓または笠木を設けた格子出窓とするこ
と。 

・ ただし，便所，風呂場，台所等の窓はこの限りではない。 

分 節 等 ・ 切妻屋根の場合は，軒蛇腹および胴蛇腹を設けること。 

・ 寄棟屋根の場合は，庇飾り，軒蛇腹および胴蛇腹を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和

洋

折

衷

様

式 

 屋  根 ・ 切妻屋根または寄棟屋根とすること。 

外壁
 

１階 
・ 下見板張り，ささら子下見板張り，ラップサイディングボード張り，漆喰塗りま

たは和風に配慮された塗装のいずれかとすること。 

２階 ・ 下見板張りまたはラップサイディングボード張りとすること。 

 ・ 隅柱を設けること。 

窓 

１階 ・ 木製面格子を取り付けた窓，木製出格子窓または格子窓のいずれかとすること。 

２階 ・ 額縁，笠木および窓台を設けた縦長格子窓または笠木を設けた格子出窓とするこ

と。 

 ・ ただし，便所，風呂場，台所等の窓はこの限りではない。 

分 節 等 

・ 切妻屋根の場合は，軒蛇腹，胴蛇腹および１階と２階の間に庇を設けること。 

・ 寄棟屋根の場合は，庇飾り，軒蛇腹，胴蛇腹および１階と２階の間に庇を設ける

こと。 

 
防
火
造
町
家
様
式 

屋  根 ・ 切妻屋根または寄棟屋根とすること。 

 外  壁 ・ 漆喰塗りまたは漆喰塗り風に配慮された塗装とすること。 

 
窓 

・ 縦長窓または縦長アーチ窓とすること・ ただし，便所，風呂場，台所等の窓は

この限りではない。 

 
分 節 等 

・ 軒蛇腹または屋根と２階（平屋建ての場合は１階）の間に出桁を設けること。 

・ 胴蛇腹または１階と２階の間に庇を設けること。 
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別表２ 

補助金等交付申請書に添付する書類 

区  分 新  築・改  修 購  入 

添付書類 (1) 補助事業等の計画書 

(2) 補助事業等の収支予算書 
(3) 図面 

・ 付近見取図，配置図，外構が記載され
た図面 

・ 各階平面図 
・ 立面図（着色し，仕上材が記載された
もの） 

・ 断面詳細図（窓の額縁，笠木，窓台お
よび分節等の形状がわかるもの） 

・ 広告物のデザインの明示された図面
（色彩についても明示する） 

・ 景観アドバイザーとの協議による変更
箇所がわかる立面図（着色したもの） 

(4) 周辺の状況写真 
(5) 請負契約書の写し（全体工事費と補助対
象経費がわかるものを添付すること） 

(6) 振込依頼書 
(7) 前年度分の市税の納税証明書 

(1) 補助事業等の計画書 

(2) 補助事業等の収支予算書 
(3) 売買契約書の写し 
(4) 景観形成住宅等事前審査仮認定通知書の
写し 

(5) 景観形成住宅等配慮基準適合通知書の写
し 

(6) 購入予定の景観形成住宅等の写真 
(7) 振込依頼書 
(8) 前年度分の市税の納税証明書 

 

別表３ 

補助金の額 

区 分 様  式 補助対象 補助率 補助限度額 

新築・購入 和洋折衷様式 外観にかかる費用 ４０％ ２００万円 

            

改 修   

            全

ての様式 

外壁にかかる費用 

４０％ 

８０万円 

窓にかかる費用 ６０万円 

分節等にかかる費用 ６０万円 

 
 


